
北海道における森林を取り巻く現状

- 森林活用における課題と当社取組 -

2021年9月9日（火）
三井物産株式会社
北海道支社



森林保有者としての三井物産
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会社概要

商号 三井物産株式会社（英文名 MITSUI & CO., LTD. ）

設立年月日 1947年（昭和22年）7月25日

資本金 342,080,092,006円

従業員数 5,587名（連結従業員数：44,509名）

事業所数

（2021年8月1日現在）

131拠点（63か国・地域）

国内11拠点／海外120拠点

本店

〒100-8631

東京都千代田区大手町一丁目2番1号

TEL: 03-3285-1111

URL: https://www.mitsui.com

連結決算対象関係会社

連結子会社：国内77社／海外203社

持分法適用会社： 国内48社／海外186社

合計：514社

株式情報

上場証券取引所：東京、名古屋、札幌、福岡

発行可能株式総数：2,500,000,000株

発行済株式総数：1,717,104,808株

株主数：296,399名

(2021年3月31日現在)

社会からの評価

三井物産は国内外のESG投資指数に選定されるなど、サステナビリティへの取り組みが

社会から評価されています。

事業本部と地域組織 （2021年4月1日現在）

社会からの評価
https://www.mitsui.com/jp/ja/sustainability/sri/

組織
https://www.mitsui.com/jp/ja/company/outline/organization/
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中期経営計画 2023 4



中期経営計画 2023 5



社有林 『三井物産の森』
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10月 当社飯島会長植樹 於似湾山林

社有林 『三井物産の森』
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北海道の森林基本情報と課題
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9北海道の森林に関する基本情報

出所）『北海道データブック2020_林業』

https://app.powerbi.com/groups/me/reports/c751cdca-1566-4f37-9d41-cc5fdedca79c/ReportSectionae52403ea26a9ed81900?pbi_source=PowerPoint
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/tkk/databook/2020/0303.html


全国及び北海道における森林事業の課題 10

運送担い手不足 材価、事業経済性 安定供給

（齢級構成）

CO2吸収量

収益化

木使い理解促進

“木材利用は自然破壊”

との誤解

林業担い手不足

北森カレッジ

求人倍率は6倍

生物害

エゾシカ、エゾヤチネズミ、

ハバチ、ヤツバキクイムシ

造林未済地

皆伐したが再造林していない場

所。道東の網走や十勝で顕著

低価値広葉樹用途開発

白樺等の高付加価値化

ササによる更新阻害

出所）三井物産フォレスト、林野庁 『森林・林業・木材産業の現状と課題』

小規模・未集約

保有面積10ha未満

が林家数の９割

安全衛生

全産業での

労災率トップ

本事業に関連する課題

https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/genjo_kadai/


ウッドショック現状と今後市況見通し 11

出所）三井物産フォレスト、物林、経産省『新型コロナがもたらす供給制約；ウッドショックの影響』 林野庁 『森林・林業・木材産業の現状と課題』

新型コロナ蔓延

虫害・山火事

国際木材市況高騰

米国新築住宅需要増・木材供給不足

国内市況高騰

コンテナ不足材料不足・建設遅延

製材所休業

財政出動・金融緩和 リモートワーク普及

• 日本は高度成長期の木材需要急増を受け外材供給に依存。円高
も受け、90~2000年初にかけ輸入価格・国内価格とも大きく下落

• 価格競争力や長年の依存もあり、日本市場は輸入製品材が中心
ウッドショックによる市況高騰を受けても、山主側の増産意欲や国
内供給量は急には高まらない

• 一方で、政府の補助政策や主要供給元であった東南アジア・ロシア
輸出禁止措置もあり2002年を底に自給率は回復傾向（約4割）

• 現在の木材供給は、環境問題等の将来的に輸出制限等の不安の
ない欧米産の製材品で賄われており、欧米産の需給バランスが戻れ
ば国内市況も沈静化するとみられる

• テーパリング（量的緩和縮小）懸念等から米住宅需要は落ち着き
始めており、欧州・北米ともに市況は下落傾向

https://www.mbr.co.jp/company/history/
https://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikaisetsu/hitokoto_kako/20210719hitokoto.html
https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/genjo_kadai/


森林の公益的価値と施業の考え方

-三井物産の森の取組を例として-
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13森林の公益的機能

出所）当社Website
文化を育む
基盤になる

カーボンニュートラル
燃料となる

教育の場
となる

444

https://www.mitsui.com/jp/ja/sustainability/contribution/environment/forest/function/index.html


14三井物産｜森づくりの考え方

出所）サステナビリティ | 三井物産の森づくり - 三井物産株式会社 (mitsui.com)

https://www.mitsui.com/jp/ja/sustainability/contribution/environment/forest/create/index.html


出所）サステナビリティ | 三井物産の森づくり - 三井物産株式会社 (mitsui.com)

三井物産 | 森づくりの考え方 15

森を守り・育てていくには、長い時間と費用、森を育てる人の手が必要です。
そのためには、林業が収益性を確保できる仕組みを作っていくことが重要であり、
日本の森の将来の鍵を握っているといえます。

「人工林」で経済性が確保できれば、得られた収益を「天然林および天然生林」の
保全にも活かして、適切な管理を行うことができます。

当社は、人工林における循環施業で効率的な林業を追求することはもちろん、
木材の用途開発を推進して国産材の利用を広げていくことが重要と考えており、
新たな取り組みを始めています

こうした取り組みが森林全体の生物多様性も高めていくと考えています。
適切な管理を継続的に行うためには、地域社会と良好な関係を築くことも大切です。

豊かな森づくりのためには、「社会」「経済」「環境」の3つがバランスよく保たれ、
これらが好循環を継続していくことが重要なのです。
三井物産は、これらを踏まえた森づくりに取り組んでいます。

社会

経済環境

https://www.mitsui.com/jp/ja/sustainability/contribution/environment/forest/create/index.html


経済の視点、SDGsの視点から考える森林活用のメリット 16

出所）林野庁 『森林・林業・木材産業の現状と課題』

https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/genjo_kadai/


課題への取組と当社事例
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✓ 森林環境譲与税とは、パリ協定で求められる国の温室効果ガス（GHG）排出削減目標達成、災害防
止等に向けた森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保するために創設された地方譲与税

✓ 財源は令和6年度から国民負担（森林環境税：1千円/年）5年度迄は特別会計等からの借入金

✓ 用途が細かく規定される国庫補助金と異なり、地方団体に一定の裁量が有る点が特徴

✓ 令和元年度から地方自治体へ譲与開始。令和2年度の国から地方への譲与総額は約400億円
（北海道：4.6億円、道内市町村：26.1億円）

森林環境譲与税の森林事業への活用 18

出所）北海道 『令和元年度の森林環境譲与税に関する決算状況一覧』 （一社）北海道造林協会Website

▼北海道の活用実績例（令和元年度）

市町村職員向け

森林整備研修

事業支援

システム構築

市町村事業

支援

人材育成・

担い手対策支援

税制度説明会・

普及啓発事業

普及指導員に

よる個別指導

北海道立北の森づくり専門学院（旭川市 “北森カレッジ”）

令和4年度以降、毎年約40名の人材を安定的に確保する体制を整備

手入れの行き届かないとされる森林約2.1万haの所有者10,610人に対して意向調査を実施
うち４割の所有者から「何らかの形で経営管理を行いたい」との意向を確認

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/fs/2/3/8/7/5/1/4/_/r1zyouyozeikessanitiran.pdf
https://www.zorin-hokkaido.jp/environmental_tax.html


北海道立北の森づくり専門学院（旭川市 “北森カレッジ”） 19

フィンランドとの教育連携（林業機械シミュレータ実習）出所）北海道庁｜水産林務部Website

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sr/kms/


20当社事例）社会とのかかわり - 森を守り、文化を守る

アイヌ文化

京都伝統行事

環境教育

平取アイヌ協会と2010年4月に協定。同年9月に北海道平取町とも協定を締結、同町が行う
「イオル（アイヌの伝統的生活空間）再生事業」や産業振興に協力しています

京都｜清滝山林の一部を（公社）京都モデルフォレスト協会が行う、京都の森を守り育てる活動のために10年にわたって無償提供する協定
を、同会および京都府と2008年に締結。京都の伝統行事である「大文字五山送り火」「鞍馬の火祭」に必要な薪や、松明の材料となるアカ
マツやコバノミツバツツジを提供しています

小学校や中学校で森の仕事に関する出前授業を行ったり、三井物産の森をフィールドとする森林体験の開催、親子で楽しみながら学ぶ森林・
環境学習WEBサイトを通じて、次世代を担う子どもたちに森の役割や人と自然とのつながり、木材産業を通じた環境保全について分かりやすく
伝えています



苫小牧
バイオマス発電

三井物産 イワクラ 北海道ガス

FIT

40% 20% 20% 20%

木材調達 売電木材破砕・発電

プロジェクトスキーム図

出資

木質バイオマス発電事業(苫小牧市)

事業会社名 苫小牧バイオマス発電株式会社
(2014年8月設立）

所在地 北海道苫小牧市

資本金 499百万円

事業内容 木質バイオマス発電

使用燃料 未利用間伐材 年間約6万トン

主要設備 流動層ボイラー、蒸気タービン発電機

発電規模 6.2MW

発電量
約42百万kWh
（一般家庭約12,000世帯分の年間使用電力量に相当）

その他 2015年6月工事着工。2017年4月運開

国有林
道有林
民有林

『三井物産の森』

住友林業

苫小牧市
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事業会社名 北海道バイオマスエネルギー株式会社
（2017年4月設立）

資本金 499百万円

案件名 下川木質バイオマス熱電併給施設 当別木質バイオマス熱電併給施設

所在地 北海道上川郡下川町 北海道石狩郡当別町

事業内容 木質バイオマス熱電併給案件 木質バイオマス熱電併給案件

使用燃料 道内未利用間伐材 年約1万トン
道内未利用間伐材 年約5,000トン
(下川から輸送)

主要設備 ペレット製造設備、ガス化熱電併給施設 ガス化熱電併給施設

発電規模 2MW 1MW

発電量
約13百万kWh
（一般家庭約4千世帯分の年間使用電力量相当）

約6.5百万kWh
（一般家庭約2千世帯分の年間使用電力量相当）

発熱規模 2.8MW 1.5MW

その他 2018年5月工事着工、2019年5月運開 2020年5月工事着工、2021年7月運開

北海道
バイオマスエネルギー

三井物産 北海道電力
FIT

80% 20%

売電プロジェクトスキーム図

木質バイオマス熱電併給事業(下川町・当別町)

当別事業所
発電・発熱

下川事業所
ペレット製造・発電

ペレット運搬

出資

木材調達

『三井物産の森』 所在地

国有林
道有林
民有林

『三井物産の森』

下川町

当別町



バイオ炭の農地施用によるJ-クレジット創出と道内展開構想

森林由来のみならず、黎明期にある農地からのクレジット創出にも挑戦中

出所：農林水産省説明会資料｜https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/climate/biochar/attach/pdf/top-4.pdf

発電事業燃料残渣
（灰 “チャー”）

森林

『三井物産の森』

（道内3.5万ha）
農地施用

（スマート農業知見活用）
道内事業者
クレジット利用

当社ならではの案件組成（検討段階）

北海道内循環型
脱炭素取組モデルの構築

木質バイオマス発電所

（下川町・当別町）

農地

クレジット創出・調達 供給
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https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/climate/biochar/attach/pdf/top-4.pdf



